様式第１号（第８条関係）

年　　月　　日

鳥取商工会議所
会頭　平井　耕司　様　

住　　　所

名　　　称

代表者役職

代表者氏名　　　　　　　　　　　　
　　鳥取商工会議所産業未来共創間接補助金〈新たな企業価値創造型〉交付申請書

　産業未来共創間接補助金〈新たな企業価値創造型〉の交付を受けたいので、鳥取商工会議所産業未来共創間接補助金〈新たな企業価値創造型〉交付要領第８条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

記

	補助対象経費の額
	

	交付申請額
	

	添付書類
	１　補助事業実施計画書
２　収支予算書


別紙

補助事業（変更）実施計画書

１　実施主体の概要

	企業名
	

	代表者職・氏名
	

	住所
	

	業種（日本標準産業分類）
	

	資本金・出資金（千円）
	

	従業員数（代表者を除く）
	人
	（正規
	人
	非正規
	人
	）

	鳥取県が推進する取組等に関する企業認証の有無
	有　・　無　

　認定の名称：
※有の場合、認定証の写しを添付すること。


２　事業の概要

	(１)　産業未来共創事業
	計画名
	

	
	認定期間
	　　　年　月　　日　～　年　月　　日

	（２）補助事業の実施日程（最長24ヶ月）
	



〔開始（予定）日〕
～
〔終了予定日〕 

	
	

□

　　年　　月　　日

～

　　年　　月　　日

	
	

□

交 付 決 定 日



～

　年　　月　　日

	
	※交付決定日以前に着手した経費、終了予定日以降に実施、支払いをした経費は補助対象とならない。事業認定期間内の取組であること

	（３）補助事業期間中のセミナー受講の意向
	有　・　無　
　受講予定者の役職：
　受講を予定する内容：
※有の場合、鳥取県又は本補助金を交付する商工団体が主催するセミナーや講座で希望する内容やテーマを記載すること。

	（４）当該事業に係る他の補助金の活用
	有　・　無　
　活用補助金等：
　事業内容：
　補助金所管団体・問合せ先：

	（５）過去３年間の県・国等の補助金等活用（申請予定のものも含む）
	補助金等の名称
	活用年度
	補助額（円）

	
	
	
	

	
	
	
	


３　実施項目及び所要経費
	（箇条書きで記載。実施目的、必要性、時期、場所、担当者名、委託する場合は委託先名・委託先との役割分担等も記載すること）
　・

　・


４　経営計画
	
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後

(　年　月期)
	伸び率
（％）

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③売上総利益（①-②）
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	⑤営業利益（③-④）
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	

	⑦経常利益（⑤-⑥）
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	

	⑨減価償却費
	
	
	
	
	

	⑩付加価値額（⑤+⑧+⑨）
	
	
	
	
	

	⑪従業員数
	
	
	
	
	

	
	うち正規雇用者の数
	
	
	
	
	

	⑫１人当たり付加価値額（⑩/⑪）
	
	
	
	
	


· 伸び率の欄は、直近期末と３年後（計画終了日の属する期末）の目標数値を比較して記載すること。
 別紙

	補助事業（変更）収支予算書

	
	
	
	
	
	

	１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（単位：円）

	
	金　額
	備考

	自 己 資 金
	
	

	借　入　金
	
	資金の調達先：

	本補助金
	
	補助金上限額に注意（千円未満切捨）

	他の補助金等

（交付者：　　　　　　）
	
	

	そ　の　他
	
	

	補助事業に要する経費合計
(※消費税及び地方消費税を含む)
	
	支出の部の「補助事業に要する経費」の合計と一致すること。

	
	
	
	
	
	


２　支出の部

	（１）FS調査費、新商品（役務）開発費、人材育成費、販路開拓費
	（単位：円）

	事業区分
	費目
	経費

内訳・明細
	発注先／
所在地
	補助事業に

要する経費
(※消費税及び地方消費税を含む)
	補助対象
経　　費
(※消費税及び地方消費税は除く)
	負担区分

	
	
	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	（２）設備・新技術導入費　
	（単位：円）

	事業区分
	費目
	経費

内訳・明細
	発注先／
所在地
	補助事業に

要する経費
(※消費税及び地方消費税を含む)
	補助対象
経　　費
(※消費税及び地方消費税は除く)
	負担区分

	
	
	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	設備・新技術導入費
	
	
	
	
	
	

	設備・新技術導入費
	
	
	
	
	
	


（１）～（２）の事業の合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	補助事業に要する経費
(※消費税及び地方消費税を含む)
	補助対象経費
(※消費税及び地方消費税は除く)
	経費区分

	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	（１）～（２）の合計

※補助金負担は千円未満切り捨て
	（　　　）

	（　　）

	（　　　）

	（　　　）



（注）　１　補助対象経費には、「消費税及び地方消費税を除いた額」を記載すること。
２　補助対象経費について、県外事業者への発注を予定している場合は、別紙様式「県外発注理由書」に必要事項を記載の上、収支予算書とあわせて提出すること。

３　委託に係る経費のうち、補助対象経費にできるものは、やむを得ない事情により事前に○○商工会議所が認めた場合を除き県内事業者が実施したものに限る。
４　設備・新技術導入費の事業規模下限は50万円とし、補助対象経費にできるものは、取得価格が10万円以上のものに限る。また、消耗品又は複数の備品類で構成されているもの（食器類一式等）は補助対象外とする。
５　変更申請の場合は、括弧内に交付決定時の金額を記載すること。
６　必要に応じて行を増やして使用すること。（１ページに収まらなくても構わない）

別紙

県外発注理由書

	事業区分
	経費の内容
	発注先

事業者名
	発注先

所在地
	当該経費に係る

県内事業者の状況
	県内発注できない理由、県外発注で無ければならない理由

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（参考様式）委託に係る経費を県外発注する場合の協議書

　　年　　月　　日　

鳥取県商工労働部企業支援課長　様

事業者名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　
鳥取商工会議所産業未来共創間接補助金〈新たな企業価値創造型〉に係る協議書

年　月　日付第　　号で交付決定のあった○○商工会議所産業未来共創間接補助金〈新たな企業価値創造型〉について、下記のとおり県外事業者に発注したいので協議します。

記

１　県外発注が必要となった経緯等

２　県外発注する内容及びその理由

　　別添のとおり（前ページの県外発注理由書を添付）
